


　　　　　中間市チャレンジショップ指定管理者募集要項

　　中間市チャレンジショップ（以下「チャレンジショップ」という。）について、「中間市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例」第２条の規定に基づき、次のとおり施設の管理運営を行う指定管理者を募集します。

１　施設の概要等
（１）名　称　　　中間市チャレンジショップ（夢まるしぇ）
[bookmark: _Hlk42777395]（２）所在地　　　中間市蓮花寺三丁目７番３号
（３）建物の構造　木造平屋建て
（４）敷地面積　　９９３.５５㎡
（５）延床面積　　２５４.８２㎡
　　　　　　　　　（４店舗（飲食２、小売２）、事務所、フリースペース、トイレ）
（６）建 築 年　　平成３０年３月

[bookmark: _Hlk42784315]２　管理運営の基本的方針
市内における独立開業を目指す新規起業者の育成支援及び中心市街地の賑わい創出を図ることを目的として、平成３０年度から管理を開始しています。
今後、指定管理者制度のメリットである、民間事業者ならではの専門性や独自性を活かすことで、より効果的に、来訪者が訪れたくなるような店舗づくりや積極的なＰＲ及びイベント等を自主事業として実施することで街の賑わいを創出します。

３　応募の資格等
応募者は、法人その他の団体（以下「法人等」という。）とし、個人での応募は受け付けません。また、次の事項に該当する者は、応募することができません。
　（１）地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）
の規定により本市における一般競争入札等の参加制限されている者
（２）市が行う建設工事等の請負、物品の購入又は製造の請負の指名競争入札において、指名停止措置を受けている者
（３）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続の申立ての事実があるものにあっては、当該申立てに基づく更生手続開始の決定又は再生手続開始の決定を受けていない者
（４）地方自治法第９２条の２、第１４２条（同条を準用する場合を含む。）
又は第１８０条の５第６項の規定に該当する者
（５）破産者で復権を得ない者
（６）法律行為を行う能力を有しない者


（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う団体に該当する者がいる者
（８）市税などその他の納付義務を完全に履行していない者

４　審査項目
	１．管理運営方針
	基本理念
	・施設の設置目的との整合性

	
	平等利用
	・利用者の平等な利用の確保、相談や苦情への対応

	２．運営体制
	人員配置
	・必要な人員配置とその確保
・責任者や経験者等の適切な職員編成

	
	支援体制
	・出店者への育成支援についての提案

	３．事業計画
	サービスの向上
	・サービス向上の取組内容
・施設の設備、機能等の有効活用

	
	利用の促進
	・利用者増のための広報・ＰＲ対策についての提案
・関係団体や地域住民との連携、交流についての提案

	
	自主事業
	・周辺地域における賑わいを創出するための提案

	
	施設維持管理業務
	・施設の維持管理、安全管理の基本的考え方
・業務実績とセールスポイント

	４．収支計画
	経営の効率化
	・経費節減の基本的な考え方、提案
・指定管理料の妥当性
・収支計画の妥当性（実現可能性、事業計画との整合性）

	５．その他
	経営状況
	・申請団体の経営状況、事業実績

	
	安全確保・情報管理等
	・事故発生時の危機管理
・個人情報保護への取り組み

	
	その他
	・本市の活性化に対する意欲、新たな取り組み



５　指定管理者が行う業務
指定管理者が行う主な業務内容は、次のとおりとし、詳細については、中間市チャレンジショップ指定管理者仕様書（以下「仕様書」という。）を参照してください。
（１）新規起業者の経営のノウハウの取得や独立開業に向けた支援に関する業務
（２）出店者の選定に関する業務
（３）利用申請受付・許可に関する業務
（４）利用料の徴収及び減免に関する業務
（５）施設等の管理及び運営に関する業務
（６）施設の目的にあった自主事業に関する業務
（７）施設の維持及び修繕に関する業務
（８）業務報告

６　指定期間
　　令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間）

７　指定管理料
（１）年額　７，８００，０００円（税込）（上限額）とします。
（２）チャレンジショップの管理に係るすべての費用は、利用料金収入、指定管理料、その他の収入をもって充てるものとします。
（３）利用者が支払う利用料金の収入を指定管理者自らの収入とすることとします。ただし、利用料金の額は、市長の承認を受けなければなりません。
（４）実際に支払うこととなる指定管理料の具体的な金額及び支払方法については、申請者から提出していただく事業計画書などの内容も踏まえつつ、それまでの運営実績やその時点での市の財政状況なども総合的に考慮しながら、指定管理者とも協議・検討の上、毎年度締結する協定書で定めることになります。
（５）指定管理業務を市が示した水準どおりに確実に実施する中で、利用料金収入や事業収入の増加、経費の節減等指定管理者の経営努力により生み出された余剰金については、清算による返還を求めません。
　　　　また、利用料金収入の減少等、指定管理者の運営に起因する不足額が生じた場合も、補填は行いません。
（６）指定管理者としての指定を受けた場合は、指定管理業務に係る支出及び収入を適切に管理するために、独立の預金口座を開設してください。

８　消費税及び地方消費税に関する事項
（１）指定管理料（上限額）については、消費税及び地方消費税込の額であり、現行の率（１０％）で算定しています。
（２）収支計画書については、現行の消費税及び地方消費税率（１０％）で算定してください。
　　　　なお、消費税率の改定があった場合、利用料金収入及び経費等の変更が見込まれるため、その影響を反映した収支計画書等の提出を改めて求め、指定管理料について協議することとします。

９　募集要項の配布
（１）配布期間　令和７年８月１２日（火）から９月１２日（金）まで
（２）配布場所　中間市建設産業部商工観光課（中間市役所別館内）
　　　〒８０９－８５０１　中間市中間一丁目１番１号
　　　ＴＥＬ 　   ０９３－２４６－６２５７
　　　　ＦＡＸ 　   ０９３－２４４－１３４２
　　    Ｅ-ｍａｌｌ　sangyoushinkouka@city.nakama.lg.jp


10　質問及び回答
募集要項等に関する質問を次のとおり受け付けます。
（１）受付期間　令和７年８月１２日（火）から９月５日（金）まで
（２）提出方法　質問は、文書でお願いします。
前号の商工観光課宛てに持参又は郵送、ＦＡＸ及び電子メールで提出してください。ただし、ＦＡＸ及び電子メールでの送信後には、送信した旨の電話連絡をお願いいたします。
電話による質問は受け付けません。
（３）提 出 先  募集要項配布場所と同じ
（４）回答方法　回答は、電子メール又はＦＡＸで回答いたします。

11　申請書の受付
（１）受付期間　令和７年８月１２日（火）から９月１２日（金）まで
（２）提出方法　持参のみ。郵送等の申請は受付いたしません。
（３）提 出 先　募集要項配布場所と同じ

12　提出書類
（１）申請書類
　　　　申請に当たっては、次の書類を市に提出して下さい。なお、市が必要とする場合は、追加書類の提出を求めることがあります。
ア　指定管理者申請書（第１号様式）
イ　事業計画書（第２号様式）
ウ　収支計画書（第３号様式）
エ　過去３年間の事業報告、財産目録、賃借対照表、損益計算書等（申請の日に属する事業年度に設立された法人等にあってはその設立時における財産目録）
オ　法人にあっては、当該法人の登記簿謄本。その他の団体にあっては、当該団体代表者の身分証明書
カ　定款、寄付行為、規約又はこれらに類する書類
キ　役員名簿及び組織に関する事項について記載した書類
ク　市税等に係る徴収金に滞納がないことを証する書類又は無資産証明書
· ア～ウの書類作成に当たっては、別紙「提出書類の作成要領」に基づき作成してください。
ケ　市税等納付状況調査承諾書（第４号様式）
コ　誓約書
サ　その他市が必要と認める書類

（２）提出部数
　　　正本１部、副本８部を提出してください。
· オ、ク、ケ及びコについては正本１部のみで可
（３）申請に関する留意事項
ア　業務の一括委託の禁止
指定管理者は、本事業を一括して第三者に委託又は請け負わせることは、できません。ただし、業務の一部について、あらかじめ市の承諾を得た場合いはこの限りではありません。
イ　応募内容変更の禁止
　提出された書類の内容を変更することはできません。
ウ　提出書類の取扱い
提出された書類は、必要に応じて複写し、又は審査のため引用、加工することができるものとします。なお、提出された書類は、返却しません。
エ　応募の辞退
応募を辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出してください。
オ　費用負担　
応募に当たっての費用は、申請者の負担とします。

13　選定方法
　　指定管理者の選定に当たっては、「中間市指定管理者選定委員会」を開催し、中間市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例第４条の規定に基づき、４の審査項目により第１次審査（書類審査）と第２次審査（プレゼンテーション）を行い、優先候補者を決定します。
　なお、第２次審査の日程及び会場については、令和７年１０月上旬にご案内します。

14　選定結果の通知及び公表
　第１次審査と第２次審査の結果については、文書で通知いたします。
　また、指定管理候補者を選定した後に、ホームページへの掲載等により公表します。


15　選定された指定管理候補者との協議
　指定管理候補者と協定締結に向けた協議を行います。


16　指定管理者の指定
　令和７年１２月中間市議会の議決後、指定管理者として指定されます。
なお、指定管理者として認められなかった場合、次点候補者と協定締結に向けた協議を行います。

17　協定の締結
　指定管理者と協定を締結します。

18　リスク分担
指定管理者は、管理運営及び維持管理に当たり、施設及び付帯設備並びに備品等の貸付物品の現状を変更し、又は損壊若しくは破損したときは、市が指定する日までに、原状回復するか、又は損害の相当額を賠償することとします。ただし、施設の価値を高めたとき又はやむを得ないときは、市の承認により原状回復や撤去を不要とします。また、指定管理者は、利用者傷害保険及び指定管理者の業務上の瑕疵により生じる損害賠償に対処できるような賠償能力を確保するため、適切な保険加入をお願いします。
なお、指定期間中の指定管理者と市の責任分担（リスク分担）は、別紙１の「リスク分担表」のとおりとします。

19　その他
（１）市は、応募者による事業計画等が採用されない場合、また、指定管理者の候補として議会の否決を受けた場合においては、応募者が被る損害についてその責を負いません。
（２）次に該当する場合、指定管理者への指定を取り消すことがあります。
ア　提出書類に虚偽の記載があることが明らかになったとき。
イ　指定管理者が、正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。
ウ　指定管理者が、事業の履行が確実でないと認められるとき又は著しく社会的信用を損なう等により指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。
（３）資格取得者等の配置について
当施設は、消防法上特定防火対象物となっており、「甲種防火管理者」の資格取得者の配置が必要となります。

20　問い合わせ先
〒８０９－８５０１　中間市中間一丁目１番１号
　中間市建設産業部　商工観光課　商工企業誘致係
ＴＥＬ ０９３－２４６－６２５７
　　ＦＡＸ ０９３－２４４－１３４２



提　出　書　類　一　覧　表
	　
	提　　出　　書　　類
	記　　載　　内　　容　　等
	部数

	
	
	
	正本
	副本

	1
	指　定　管　理　者　申　請　書
	指定の様式（第１号様式）、応募の施設名、申請者の名称、住所等
	1
	８

	
	
	
	
	

	2
	法　人　登　記　簿
	申請者が法人の場合のみ、（申請時１か月以内に発行されたもの）
	1
	―

	
	
	
	
	

	3
	当該団体の代表者の身分証明書
	申請者が法人でない場合（申請時１か月以内に発行されたもの）
	1
	８

	
	
	
	
	

	4
	事　業　計　画　書
	指定の様式（第２号様式）
	1
	８

	
	
	
	
	

	5
	収　支　計　画　書
	指定の様式（第３号様式）
	1
	８

	
	
	
	
	

	6
	当該団体の経営状況を説明する書類
	　
	　
	　

	
	
	
	
	

	
	①
	当　該　団　体　の　沿　革
	当該団体の設立時からの経過、役員名簿、団体の基本理念・方針を記載
	1
	８

	
	
	
	
	
	

	
	②
	定款・寄付行為等
	最新のものを提出、任意団体においては、規約等
	1
	８

	
	
	
	
	
	

	
	③
	決　算　関　係　書　類
	過去３カ年の決算書、財産目録、事業報告書等の決算付属書類、R6年度予算書及び関係書類（事業計画書等）
	1
	８

	
	
	
	
	
	

	
	④
	滞 納 が な い 証 明 書
	R6年度分の滞納がない証明書又は無資産証明書
	1
	―

	
	
	
	
	
	

	7
	市税等納付状況調査承諾書
	指定の様式（第４号様式）
	1
	―

	
	
	
	
	

	8
	誓　　約　　書
	指定の様式
	1
	―


備　考
１．提出書類１、４及び５の書類作成に当たっては、別紙「提出書類の作成要領」に基づき作成してください。
２．提出書類６の①については、パンフレット等で可、ただし、役員名簿は最新のもの又他団体の役員を兼ねている場合は、団体名と役職を記載してください。
３．申請後指定の可否が判明するまでに、団体名や代表者、団体の所在地等の重要事項に変更があった場合は、速やかに変更届を提出してください。様式は指定していません。
４．提出された書類は、理由の如何を問わず返還いたしません。


提出書類の作成要領

中間市公の施設における指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則の第１号様式から第３号様式については、以下の要領に基づき作成してください。

１　指定管理者申請書（第１号様式）
　　「施設名」欄は、「中間市チャレンジショップ」と記入してください。

２　事業計画書（第２号様式）
　　指定された様式による記入欄が不足する場合は、別紙で提出してください。
	項目
	　
	　
	主　な　記　載　内　容

	管理運営方針について
	・施設の管理運営を行う上での基本方針

	
	・団体の事業と当該施設事業との関連
・利用申込等の受付方法、相談や苦情の対応

	職員の配置及び採用について
	・職員配置計画、勤務体制

	
	　部門別、雇用形態別、資格・経験を明記して、従事する業務の内容を一覧表にしてください。

	
	　交代勤務の場合は、時間帯ごとの人員及び責任者の配置計画表を、一定期間を基準として作成してください。

	
	

	
	　館長またはその予定者の勤務経験一覧表を提出してください。

	出店者の育成支援について
	・出店者育成に係る取組（育成計画）

	個人情報保護の措置について
	・個人情報保護、守秘義務、情報管理等に係る取組

	緊急時の対策について
	・事故発生時における危機管理に関する対応策

	
	・通常時の安全対策に関する対応策

	市民サービス向上のための施策について
	・市民ニーズの反映策

	
	・開館時間の設定や利用手続きその他利便性の向上等の取組

	
	・事業の広報計画

	事業について
	・上段余白欄

	
	　自主事業の企画実施方針や効果について提案してください。

	
	また、関連事業の実績について記入するとともに、事例写真等があれば添付してください。

	
	・「事業名、目的、実施時期」等の欄

	
	　イベント等自主事業として計画する事業内容について記入してください。

	
	

	地域との連携について
	・商工会議所等関係団体との連携

	他施設との連携について
	・特記する事項について記入

	その他
	○業務委託について

	
	　　・業務の一部を委託する場合はその業務内容及び委託先等を具体的に記入してください。

	
	○施設管理業務について

	
	　　・施設管理業務の基本的考え方

	
	　　・利用受付及び利用料金の収受について

	
	　　・関係業務の実績等（パンフレットがあれば添付してください。）

	
	○その他

	
	　　その他団体の経営状況特記事項について記入してください。



３　管理に係る収支計画書（第３号様式）
	項　　　　　目
	主　 な　 記 　載 　内 　容

	収入、支出の共通事項
	・各項目別に、Ｒ８年度からＲ１２年度まで、合計についてそれぞれ記入すること。

	
	

	
	・備考欄では、各項目の内容及び積算根拠等について記入すること。（別紙資料添付可）

	
	

	収入の項目について
	以下の項目について、別々に計上すること。

	
	・施設の管理業に係る委託費

	
	　市からの指定管理料（委託費）について、募集要項の　「７　指定管理料」に基づき計上すること。

	
	

	
	・その他

	
	　上記以外の収入（出店者使用料等）について計上し、その内容を備考欄に記入すること。

	
	

	支出の項目について
	以下の項目について、別々に計上すること。

	
	・施設の管理業に係る費用（人件費を除く。）

	
	・人件費

	
	・自主事業に係る費用

	
	　報償費等自主事業に係る費用について計上すること。

	
	・備品購入費

	
	・その他

	
	　上記以外の支出について計上し、その内容を備考欄に記入すること。

	
	





別紙１
リ　　ス　　ク　　分　　担　　表
	種　　類
	内　　　　　　　　　　　　　容
	負　　担　　者

	
	
	市
	指定管理者

	物価変動
	人件費、物件費等物価変動に伴う経費の増
	　
	○

	金利変動
	金利の変動に伴う経費の増
	　
	○

	法令の変更
	施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更
	○
	　

	
	指定管理者に影響を及ぼす法令変更
	　
	○

	税制の変更
	施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更
	○
	　

	
	一般的な税制変更
	　
	○

	不可抗力
	不可抗力（暴風、洪水、地震、落盤、火災、騒乱、暴動、感染症その他市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことのできない自然的又は人為的な現象）に伴う、施設、設備の修復による経費の増加及び事業履行不能
	○
	　

	
	
	
	

	
	
	
	

	書類の誤り
	仕様書等市が責任を持つ書類の誤りによるもの
	○
	　

	
	事業計画書等指定管理者が提案した内容の誤り
	　
	○

	資金調達
	経費の支払い遅延（市→指定管理者）によって生じた事由
	○
	　

	
	経費の支払い遅延（指定管理者→市）によって生じた事由
	　
	○

	施設設備の損傷
	10万円未満の工事又は修繕
	　
	○

	
	上記以外の工事又は修繕
	○
	　

	
	第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（極めて小規模なもの）
	　
	○

	
	
	
	

	
	第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（上記以外のもの）
	○
	　

	
	
	
	

	資料等の損傷
	管理者としての注意業務を怠ったことによるもの
	　
	○

	
	第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（極めて小規模なもの）
	　
	○

	
	
	
	

	
	第三者の行為から生じたもので相手方が特定できないもの（上記以外のもの）
	○
	　

	
	
	
	

	第三者への賠償
	管理者としての注意業務を怠ったことにより損害を与えた場合
	　
	○

	
	上記以外の理由により損害を与えた場合
	○
	　

	セキュリティ
	警備不備による情報の漏洩、犯罪発生
	　
	○

	事業終了時の費用
	指定管理業務の期間が終了した場合又は期間中途における業務を廃止した場合における事業者の撤収費用
	　
	○


※税制のうち、指定管理料に係る消費税の税率変更による増は、市の負担とする。
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